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　低所得の人で、介護保険施
設利用時に軽減されている居
住費の負担限度額が1日当た
り60円引き上げられます。
　対象者は申請により認めら
れた人になりますが、所得や
預貯金の額に上限があります。
詳しくは、上記へお問い合わ
せ いただくか、
市ホームページ
をご覧ください。

　
ホームページ

ホームページ

利用権設定等促進事業
（相対契約）の廃止と

農地の貸借に関する受付期限
　農地の貸借方法の一つである利用権設定等促進事業

（相対契約）は、農業経営基盤強化促進法の改正により
令和7年3月末で制度が廃止になります。
　相対契約による利用権設定で、市内の農地の貸借を
希望する場合の受付期限は、令和7年2月17日（月）ま
でです。受付期限までに申請手続きをした利用権設定
は、設定した期間満了日まで有効です。
※�ただし、地域計画の公告日以降は相対契約による利用権設定がで

きません。地域計画は令和7年3月31日（月）に公告予定ですが、集
落の希望などにより一部集落の地域計画の公告を早める場合、策
定手続きの見通しが立った段階で、対象農地での受け付けを締め
切りますのでご注意ください。

受付期限　令和7年2月17日（月）
申請先　農政課または農業委員会事務局
　詳しくは下記へお問い合わせいただく
か、市ホームページをご覧ください。
問�農政課　
　 ・ 有（582）1130　 （582）6947

ホームページ

情報提供を希望しない人は
除外申請の手続きをお願いします

（自衛官募集事務に係る対象者情報）

　自衛官募集案内送付のため、募集対象者となる満
18歳の氏名や住所を自衛隊滋賀地方協力本部へ提
供しています。
　情報の提供を希望しない人は、7月 
10日（水）までに除外申請の手続きをお
願いします。詳しくは、市ホームペー
ジをご覧ください。
対�平成18年4月2日～平成19年4月1日生まれの人
除外申請方法　
　�7月10日（水）までの平日午前8時30分～午後5時

15分に、申請書を持参またはメール、郵送（消印
有効）で下記へ提出。申請書は、市ホームページ
からダウンロード可。

ホームページ

問�〒524―8585　吉身二丁目5―22　
　市民課
　 ・有（582）1122　 （583）9738
　 �shimin@city.moriyama.lg.jp

問�介護保険課　 ・有（582）1127　 （581）0203

８月から介護保険施設利用時の居住費の負担限度額が変わります

利用者
負担段階 利用者本人の所得状況 ユニット

型個室
ユニット
型個室的
多床室

従来型個室
（特養等）
　　　※1

従来型個室
（老健・医療院等）

※2
多床室

1 世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給者

880円 550円 550円
380円 0円

2 年金収入金額※3＋そのほか
の合計所得金額が80万円以下 480円

430円3-①
年金収入金額※3＋そのほか
の合計所得金額が80万円超
120万円以下 1,370円 880円

3-② 年金収入金額※3＋そのほか
の合計所得金額が120万円超

※ 1 特養等…特別養護老人ホーム、地域密着型特別養護老人ホーム　　　●食費については変更なし
※ 2 老健・医療院等…老人保健施設、介護医療院　※ 3 非課税年金も含む

1日当たりの負担限度額（8月から）
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